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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ＪＩＳ　Ｋ　６７２０－２による平均重合度が９００～１２００である塩化ビニル樹脂を
主成分とする硬質塩化ビニル樹脂組成物からなる再利用原料Ａまたは再利用原料Ａの粉砕
品　３５～８０重量部、
ＪＩＳ　Ｋ　６７２０－２による平均重合度が５６０～８５０である塩化ビニル樹脂Ｂ　
１０～５０重量部、
ＪＩＳ　Ｋ　６７２０－２による平均重合度が４５０～５５０である塩化ビニル樹脂Ｃ　
３～２５重量部、および
安定剤Ｄ　１～１５重量部を含有し、
再利用原料Ａ、塩化ビニル樹脂Ｂおよび塩化ビニル樹脂Ｃの合計量は１００重量部である
射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物。
【請求項２】
　耐衝撃改質剤Ｅ　２～２０重量部をも含有する、
請求項１に記載の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物。
【請求項３】
　安定剤Ｄは鉛化合物である、
請求項１または２に記載の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物。
【請求項４】
　再利用原料Ａは鉛化合物を含有するものである、
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請求項３に記載の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物。
【請求項５】
　耐衝撃改質剤Ｅはアクリル酸エステル重合体を含有するものである、
請求項２～４のいずれかに記載の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物。
【請求項６】
　再利用原料Ａを粉砕して粉砕品Ｖを製造する工程１、
再利用原料Ａ以外の原料および粉砕品Ｖを混合して原料混合品Ｗを製造する工程２、およ
び
原料混合品Ｗを押出成形機により加熱、混練してペレットＸを製造する工程３を備える
請求項１～５のいずれかに記載の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物からなるペレット
の製造方法。
【請求項７】
　再利用原料Ａを粉砕して粉砕品Ｖを製造する工程１、
再利用原料Ａ以外の原料および粉砕品Ｖを混合して原料混合品Ｗを製造する工程２、
原料混合品Ｗを押出成形機により加熱、混練してペレットＸを製造する工程３、およびペ
レットＸを射出成形機により射出成形して成形体Ｙを製造する工程４を備える請求項１～
５のいずれかに記載の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物からなる成形体の製造方法。
【請求項８】
　請求項７に記載の方法により得られる成形体。
【請求項９】
　ます、または継手である、請求項８に記載の成形体。
【請求項１０】
　請求項１～５のいずれかに記載の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物からなるます。
【請求項１１】
　請求項１～５のいずれかに記載の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物からなる継手。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物に関するものである。詳しくは再利用
塩化ビニル樹脂および未使用塩化ビニル樹脂を主成分として含有する射出成形用硬質塩化
ビニル樹脂組成物に関するものである。特に再利用塩化ビニル樹脂が押出成形された硬質
塩化ビニル樹脂である上記組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　再利用塩化ビニル樹脂および未使用塩化ビニル樹脂を主成分として含有する射出または
押出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物は知られている（特許文献１～２）。また、異なる
平均重合度の未使用塩化ビニル樹脂２種類を含有する硬質塩化ビニル樹脂組成物も知られ
ている（特許文献３～６）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－２７７３９６号公報
【特許文献２】特開平０６－３２９８５９号公報
【特許文献３】特開昭６０－２２３８４７号公報
【特許文献４】特公昭５９－０２８３４２号公報
【特許文献５】特公平０７－０１６９６７号公報
【特許文献６】特開２００８－１２０８５２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
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　押出成形された硬質塩化ビニル樹脂を射出成形用に再利用する場合、得られる成形体の
外観が悪いなどの問題がある。これは通常押出成形に適する塩化ビニル樹脂の平均重合度
は射出成形に適する平均重合度より大きく、流動性が小さいためである。
　比較的平均重合度が大きい再利用塩化ビニル樹脂と比較的平均重合度が小さい塩化ビニ
ル樹脂とからなる射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物が知られている（特許文献１）が
、条件によっては組成物の混練性が悪く、得られる成形体の外観が悪い場合があるため使
用が制限される。
　本発明は、組成物の混練性が良好であり外観が良好な射出成形体を与える、再利用塩化
ビニル樹脂が使用された射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記課題を解決するため、請求項１に記載の発明の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成
物は、
　平均重合度が９００～１２００である塩化ビニル樹脂を主成分とする硬質塩化ビニル樹
脂組成物からなる再利用原料Ａまたは再利用原料Ａの粉砕品　３５～８０重量部、
平均重合度が５６０～８５０である塩化ビニル樹脂Ｂ　１０～５０重量部、
平均重合度が４５０～５５０である塩化ビニル樹脂Ｃ　３～２５重量部、および
安定剤Ｄ　１～１５重量部を含有し、
再利用原料Ａ、塩化ビニル樹脂Ｂおよび塩化ビニル樹脂Ｃの合計量は１００重量部である
組成物である。
【０００６】
　請求項２に記載の発明の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物は、請求項１に記載の組
成物において、耐衝撃改質剤Ｅ　２～２０重量部をも含有することを特徴とする。
　請求項３に記載の発明の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物は、請求項１または２の
いずれかに記載の組成物において、安定剤Ｄは鉛化合物であることを特徴とする。
　請求項４に記載の発明の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物は、請求項３に記載の組
成物において、再利用原料Ａは鉛化合物を含有することを特徴とする。
　請求項５に記載の発明の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物は、請求項２～４のいず
れかに記載の組成物において、耐衝撃改質剤Ｅはアクリル酸エステル重合体を含有するも
のであることを特徴とする。
【０００７】
　請求項６に記載の発明の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物の製造方法は、
　再利用原料Ａを粉砕して粉砕品Ｖを製造する工程１、
再利用原料Ａ以外の原料および粉砕品Ｖを混合して原料混合品Ｗを製造する工程２、およ
び
原料混合品Ｗを押出成形機により加熱、混練してペレットＸを製造する工程３を備える、
請求項１～５に記載の組成物を製造する方法である。
【０００８】
　請求項７に記載の発明の射出成形用硬質塩化ビニル樹脂組成物からなる成形体の製造方
法は、
　再利用原料Ａを粉砕して粉砕品Ｖを製造する工程１、
再利用原料Ａ以外の原料および粉砕品Ｖを混合して原料混合品Ｗを製造する工程２、
原料混合品Ｗを押出成形機により加熱、混練してペレットＸを製造する工程３、および
ペレットＸを射出成形機により射出成形して成形体Ｙを製造する工程４を備える、
請求項１～５に記載の組成物からなる成形体を製造する方法である。
【０００９】
　請求項８に記載の発明のますは、請求項７に記載の方法により得られるものである。
　請求項９に記載の発明の継手は、請求項７に記載の方法により得られるものである。
　請求項１０に記載の発明のますは、請求項１～５に記載の射出成形用硬質塩化ビニル樹
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脂組成物からなるものである。
　請求項１１に記載の発明の継手は、請求項１～５に記載の射出成形用硬質塩化ビニル樹
脂組成物からなるものである。
【発明の効果】
【００１０】
　塩化ビニル樹脂の廃材を再利用原料として有効に使用することができた。組成物は混練
性が良好であり、得られる成形体は外観が良好なものであった。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本明細書において、数値範囲が「下限数値～上限数値」で示される場合、下限数値以上
上限数値以下であることを意味する。
　平均重合度は、ＪＩＳ　Ｋ６７２０－２に準じて測定される。
　また、硬質とは、引張弾性率が１０００００ｐｓｉ（７０００ｋｇｆ／ｃｍ２）以上で
あることを意味する。
　まず、本発明の組成物について、主要成分である再利用原料Ａ、塩化ビニル樹脂Ｂ、塩
化ビニル樹脂Ｃなどの順に説明する。次いで、組成物の製造、成形体の製造、評価などに
ついて説明する。
【００１２】
　再利用原料Ａは、平均重合度が９００～１２００である塩化ビニル樹脂を主成分とする
硬質塩化ビニル樹脂組成物からなる。本明細書における再利用とは、狭義の再利用（例え
ば市場で流通し使用された成形体または製造者から第三者に譲渡された成形体が粉砕され
て使用されるなど）および再生（例えば製造者社内の裁ち落とし品または規格外れ成形体
が粉砕されて使用されるなど）を含む広義の意味に解される。
【００１３】
　再利用原料Ａは、再利用という性質上、常に同じ組成のものを入手することはできない
が、一定の条件を満足するものを使用する。
　給排水用の硬質塩化ビニル樹脂パイプは、再利用原料Ａの主要な原料供給源である。該
パイプは、平均重合度が９００～１２００である塩化ビニル樹脂を主成分とする硬質塩化
ビニル樹脂組成物の押出成形によって製造されるのが通常である。該パイプに代表される
成形体は、後述すように適切な大きさに粉砕されて使用される。
　再利用原料Ａとしては平均重合度９５０～１１５０の塩化ビニル樹脂を主成分とするも
のが好ましく、平均重合度１０００～１１００の塩化ビニル樹脂を主成分とするものがよ
り好ましい。
【００１４】
　再利用原料Ａは、上記塩化ビニル樹脂のほか、通常数％程度の安定剤、および滑剤を含
有する。
　後述する安定剤Ｄが鉛化合物である場合、再利用原料Ａは、硫化汚染防止のためおよび
高い安定化効果のため、安定剤として鉛化合物を含有するものが好ましい。
　再利用原料Ａは、可塑剤を実質的に含有しないものが好ましい。実質的に含有しないと
は、含有割合が１０％以下、好ましくは７％以下、より好ましくは５％以下であることを
意味する。
【００１５】
　塩化ビニル樹脂Ｂは、平均重合度が５６０～８５０の塩化ビニル樹脂である。
　塩化ビニル樹脂Ｃは、平均重合度が４５０～５５０の塩化ビニル樹脂である。
　塩化ビニル樹脂ＢおよびＣは、特定の割合で再利用原料Ａと併用されることにより、組
成物は混練性の良好なものとなり、得られる成形体は外観の良好なものとなる。
【００１６】
　再利用原料Ａ、塩化ビニル樹脂Ｂおよび塩化ビニル樹脂Ｃの合計量１００重量部を基準
とする各成分の割合は以下のとおりである。
　再利用原料Ａの割合は３５～８０重量部であり、４０～７５重量部が好ましく、４５～
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７２重量部がより好ましい。
　塩化ビニル樹脂Ｂの割合は１０～５０重量部であり、１３～４５重量部が好ましく、１
７～４２重量部がより好ましい。
　塩化ビニル樹脂Ｃの割合は３～２５重量部であり、４～２０重量部が好ましく、５～１
８重量部がより好ましい。
【００１７】
　再利用原料Ａの割合が少なすぎると、得られる成形体が耐熱性や引張強度の不足したも
のとなりやすいほか、廃材の再利用による省資源省エネルギーの効果が薄れる。再利用原
料Ａの割合が多すぎると、得られる成形体が外観の悪いものとなる。
【００１８】
　塩化ビニル樹脂Ｂの割合が少なすぎると、組成物が混練性の悪いものとなり、得られる
成形体が外観の悪いものとなる。塩化ビニル樹脂Ｂの割合が多すぎると、得られる成形体
が耐熱性や引張強度の不足したものとなりやすいほか、廃材の再利用による省資源省エネ
ルギーの効果が薄れる。
【００１９】
　塩化ビニル樹脂Ｃの割合が少なすぎると、組成物が混練性の悪いものとなり、得られる
成形体が外観の悪いものとなる。塩化ビニル樹脂Ｃの割合が多すぎると、得られる成形体
が耐熱性や引張強度の不足したものとなりやすいほか、廃材の再利用による省資源省エネ
ルギーの効果が薄れる。
【００２０】
　再利用原料Ａをそのまま射出成形に使用すると得られる成形体が外観の悪いものとなる
のは、再利用原料Ａのほとんどが押出成形仕様であり、比較的大きい平均重合度の塩化ビ
ニル樹脂を主成分とするため流動性が小さく、射出成形機内では均一な溶融物になりにく
いためと考えられる。射出成形機は押出成形機と比べて内容物にかかる剪断応力が小さい
のでこのような結果を与えると考えられる。
【００２１】
　比較的平均重合度が小さい塩化ビニル樹脂Ｂおよび塩化ビニル樹脂Ｃは、比較的小さい
剪断応力によって均一な溶融物となりやすい組成物を与えるため、組成物の混練性の改善
効果を発揮し、得られる成形体の外観を良好なものとする効果を発現するものと考えられ
る。
【００２２】
　比較的平均重合度が小さい塩化ビニル樹脂として、塩化ビニル樹脂Ｂまたは塩化ビニル
樹脂Ｃのいずれかのみの使用では上記効果が不十分であり、塩化ビニル樹脂Ｂおよび塩化
ビニル樹脂Ｃを併用することが重要である。その理由について以下のように推測している
。
【００２３】
　塩化ビニル樹脂Ｂは、再利用原料Ａの主成分である平均重合度が９００～１２００であ
る塩化ビニル樹脂と比較的近い平均重合度を有しているため、両者は相溶しやすく、組成
物の混練性が良好になりやすい要素を含むと思われる。しかし塩化ビニル樹脂Ｂは、平均
重合度が極端に小さいものではないため、組成物の混練性を改善する効果は小さいのでは
ないかと思われる。
【００２４】
　一方塩化ビニル樹脂Ｃは、平均重合度がかなり小さいものであるため、組成物の流動性
を向上させやすく、組成物の混練性が良好になりやすい要素を含むと思われる。しかし塩
化ビニル樹脂Ｃは、再利用原料Ａの主成分である塩化ビニル樹脂との平均重合度の差が比
較的大きいため、両者は相溶しにくく、組成物の混練性が良好になりにくい要素となって
いるのではないかと思われる。
【００２５】
　比較的平均重合度が小さい塩化ビニル樹脂として、塩化ビニル樹脂Ｂおよび塩化ビニル
樹脂Ｃを特定の割合で併用することによって、それぞれの長所が相乗的に作用して、組成
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物の混練性が特に良好となり、得られる成形体が外観の特に優れたものとなるのではない
かと推測している。
【００２６】
　安定剤Ｄは、主に塩化ビニル樹脂が高温で分解するのを防止するための成分であり、組
成物の混練工程、成形工程などにおいて組成物の変色、劣化、成形機の腐食などを低減す
る。安定剤Ｄとしては、塩化ビニル樹脂の安定剤として公知のものを使用することができ
る。安定剤Ｄとしては、三塩基性硫酸鉛、二塩基性亜燐酸鉛、塩基性亜硫酸鉛、二塩基性
フタル酸鉛、二塩基性ステアリン酸鉛、ステアリン酸鉛などの鉛化合物、アルキル錫メル
カプタイドなどのメルカプト錫化合物、アルキル錫マレートなどのマレート錫化合物、Ｃ
ａ／Ｚｎ系安定剤として知られるものなどが挙げられる。
　安定化の効果が優れるため、鉛化合物は好ましい安定剤である。
　再利用原料Ａ、塩化ビニル樹脂Ｂおよび塩化ビニル樹脂Ｃの合計量１００重量部を基準
とする安定剤Ｄの割合は、１～１５重量部であり、２～１０重量部が好ましい。
【００２７】
　本発明の組成物は、再利用原料Ａまたは再利用原料Ａの粉砕品、塩化ビニル樹脂Ｂ、塩
化ビニル樹脂Ｃおよび安定剤Ｄを所定の割合で含有するものである。
【００２８】
　本発明の組成物は、上記必須成分のほか、耐衝撃改質剤Ｅが添加されたものであっても
よい。耐衝撃改質剤Ｅとしては、ゴム成分をコアとし、メチルメタクリレート共重合体を
シェルとするコアシェル粒子が挙げられる。ゴム成分としてスチレンブタジエンゴムまた
はブタジエンゴムが使用されたもの（ＭＢＳ）、アクリル酸エステル重合体からなるアク
リルゴムが使用されたものは代表的な耐衝撃改質剤である。
　ゴム成分としてアクリル酸エステル重合体からなるアクリルゴムが使用された改質剤（
アクリルゴム系改質剤）は、組成物の混練性を良好にするため、本発明にとって好ましい
耐衝撃改質剤である。
　再利用原料Ａ、塩化ビニル樹脂Ｂおよび塩化ビニル樹脂Ｃの合計量１００重量部を基準
とする耐衝撃改質剤Ｅの割合は、２～２０重量部であり、４～１５重量部が好ましい。
【００２９】
　本発明の組成物は、滑剤、安定化助剤、酸化防止剤、加工助剤、顔料、その他の添加剤
が添加されたものであってもよい。
　本発明の組成物は、実質的に可塑剤を含有しない。
【００３０】
　次に組成物の製造方法について例示して説明する。下記工程１、２および３を備える方
法は、組成物の製造方法として好ましい方法である。
　工程１の前処理として、再利用原料Ａの洗浄などによる異物除去がなされることが好ま
しい。
【００３１】
　工程１は、再利用原料Ａを粉砕して粉砕品Ｖを製造する工程である。本発明における粉
砕は、破砕、解砕などの概念を含み、必ずしも粉となるまで砕くことに限定されない。粉
砕品Ｖの大きさは、直径または長辺が１０ｍｍ以下のものが好ましく、７ｍｍ以下のもの
がより好ましく、５ｍｍ以下のものがさらに好ましい。粉砕品が大きすぎると後の工程が
円滑に行えない場合がある。粉砕品の大きさの下限は特にないが、０．０１ｍｍ以上が好
ましく、０．０５ｍｍ以上がより好ましい。必要以上に細かくしても無駄であるだけでな
く、かえって取扱作業性が悪くなる場合がある。
　粉砕には公知の粉砕機、破砕機、解砕機などを使用できる。
【００３２】
　工程２は、再利用原料Ａ以外の原料（塩化ビニル樹脂Ｂ、塩化ビニル樹脂Ｃ、安定剤Ｄ
など）および粉砕品Ｖを混合して原料混合品Ｗを製造する工程である。混合には公知の混
合機を使用できる。
【００３３】
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　工程３は、原料混合品Ｗを押出成形機により加熱、混練してペレットＸを製造する工程
である。
　押出成形機中の熔融した組成物の流路にはメッシュが装着されることが好ましい。除去
しきれなかった再利用原料Ａに由来する異物を除去するためにメッシュ装着は有効である
。
　組成物の混練性が良好であると該工程の単位時間あたりの処理量を多くでき、生産性が
良好となる。
【００３４】
　次に成形体の製造方法について例示して説明する。上記工程１、２および３ならびに下
記工程４を備える方法は、成形体の製造方法として好ましい方法である。
【００３５】
　工程４は、ペレットＸを射出成形機により射出成形して成形体Ｙを製造する工程である
。
　組成物の混練性が良好であると外観の良好な成形体が得られやすい。
【００３６】
　成形体の用途に特に制限はないが、給排水設備用の資材として好適に使用できる。小口
径マンホール、公共ます、排水ますなどのます、下水継手などの継手は特に適した用途で
ある。
【実施例】
【００３７】
（原料）
　使用された原料は以下のとおりである。
１．再利用原料Ａ
・再利用原料Ａ１：塩化ビニル管・継手協会から譲渡された硬質塩ビ管または硬質塩ビ継
手リサイクル材（押出成形体、塩化ビニル樹脂の平均重合度１０５０）
２．塩化ビニル樹脂Ｂ
・塩化ビニル樹脂Ｂ１：塩化ビニル樹脂粉末（平均重合度８００）
・塩化ビニル樹脂Ｂ２：塩化ビニル樹脂粉末（平均重合度６８０）
・塩化ビニル樹脂Ｂ３：塩化ビニル樹脂粉末（平均重合度６００）
３．塩化ビニル樹脂Ｃ
・塩化ビニル樹脂Ｃ１：塩化ビニル樹脂粉末（平均重合度５００）
４．安定剤Ｄ
・安定剤Ｄ１：鉛化合物からなる安定剤
５．耐衝撃改質剤Ｅ
・改質剤Ｅ１：アクリルゴム系改質剤
６．その他の添加剤
・添加剤Ｆ１：滑剤
・添加剤Ｆ２：加工助剤（メチルメタクリレート重合体）
・添加剤Ｆ３：顔料
【００３８】
（組成物の製造）
１．工程１
　予め水洗して異物が除去された再利用原料Ａ１を粉砕機により粉砕した。６ｍｍメッシ
ュの金網を通過した粉砕品Ｖを回収した。
２．工程２
　表１に記載された原料を混合機により混合して原料混合品Ｗを製造した。
３．工程３
　原料混合品Ｗを押出成形機により加熱、混練、押出、切断して、直径３ｍｍ、長さ３ｍ
ｍのペレットＸを製造した。
４．工程４
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　ペレットＸを射出成形機により射出成形して成形体Ｙを製造した。成形体Ｙとしては、
公共ますおよび下水継手を製造した。
【００３９】
（評価）
１．射出成形体外観
　成形体Ｙの外観を目視にて評価した。外観の評価基準は以下のとおりである。
◎：表面荒れはなかった。
○：わずかに表面荒れがあった。
△：部分的に目立つ表面荒れがあった。
×：数多くの目立つ表面荒れがあった。
【００４０】
２．組成物の混練性
　ロールミル（株式会社安田精機製作所製、試験用２本練りロール、２００Ｄ×５１４Ｌ
）を使用して１８０℃に設定したロールミルに原料混合品Ｗ１５０ｇを供給し、原料混合
品Ｗが溶融混練されてロールに巻き付く様子を観察した。評価基準は以下のとおりである
。本評価は、工程３における混練が短時間で均一になされるか否か、または、工程４にお
ける射出成形機内での均一な溶融物が形成されやすいか否かの指標となる。
○：巻き付くまでの所要時間は１分以下であった。
×：巻き付くまでの所要時間は１分を超えた。
【００４１】
３．静的熱安定性
　上記ロールミルで１８０℃３分間混練した原料混合品Ｗの組成物を使用して厚さ２ｍｍ
のシートを作成した。該シートを１８０℃の熱プレスで加熱して外観を目視にて評価した
。本評価が良くない組成物は、得られる成形体が変色しやすい。
○：６０分後も変色はなかった。
△：６０分後に変色があった。
【００４２】
４．組成物の溶融粘度
　キャピログラフ（株式会社東洋精機製作所製、型式：１Ｃ）を使用して、温度１６５℃
、ピストン降下速度１００ｍｍ／分の条件で、原料混合物Ｗの溶融粘度を測定した。
５．引張試験
　ペレットＸの射出成形により１号ダンベル試験片を作成し、ＪＩＳ　Ｋ７１１３に準拠
して引張強度および破断時の伸び率を測定した。
６．ビカット軟化温度
　ペレットＸの射出成形により試験片を作成し、ＪＩＳ　Ｋ７２０６に準拠してビカット
軟化温度を測定した。
７．シャルピー衝撃強度
　ペレットＸの射出成形により試験片を作成し、ＪＩＳ　Ｋ７１１１に準拠してシャルピ
ー衝撃強度を測定した。
【００４３】
　評価結果を表１に示す。
　比較例１は、塩化ビニル樹脂として再利用原料Ａ由来のもののみが使用された組成物で
あり、組成物の混練性が悪く、射出成形体の外観が悪いものであった。
　比較例２～４は、塩化ビニル樹脂として再利用原料Ａ由来のものおよび比較的平均重合
度が小さい１種類の塩化ビニル樹脂が使用された組成物であり、組成物の混練性が悪く、
射出成形体の外観も悪いものであった。
【００４４】
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【表１】

【産業上の利用可能性】
【００４５】
　塩化ビニル樹脂の廃材を再利用原料として有効に使用することができる。再利用塩化ビ
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